
資料４ 

指定旧供給区域熱供給規程の変更認可に係る 

経済産業大臣からの意見聴取への対応方針について 

令和７年１２月２３日 

電力・ガス取引監視等委員会事務局 

取引監視課 

１．経緯 

令和７年１２月１２日に、電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２

７年法律第４７号）附則第５２条第１項の規定に基づき、株式会社北海道熱供

給公社から経済産業大臣に、指定旧供給区域熱供給規程の変更認可申請が行わ

れた。 

また、これを踏まえて、令和７年１２月１８日に、経済産業大臣から委員会

に対して、当該変更認可に係る意見聴取があった。 

（参考） 

✓ 株式会社北海道熱供給公社の概要

・設 立：昭和４３年１２月

・資本金：３，０２５百万円

・従業員：１０７名（令和７年１２月１日現在 嘱託社員・派遣社員含む）

✓ 変更認可申請地区概要（札幌市光星地区）

・供給開始：昭和４７年１２月（事業許可：昭和４９年５月）

・需要

住宅用：１，７６０件（令和７年１１月末時点）

業務用：    ９件（令和７年１１月末時点）

・供給熱媒体

住宅用：高温水（暖房・給湯）

業務用：高温水（温熱）

・熱発生機器：ボイラー（都市ガス、灯油）

２．申請の概要 

申請の詳細については資料４－１のとおりであり、営業費等の項目及び今般

の変更認可申請における計上項目の一覧は、本資料の参考３に記載のとおりで

ある。 

（趣旨） 

令和７年１２月１２日に、みなし熱供給事業者である株式会社北海道熱供

給公社から経済産業大臣に対して、指定旧供給区域熱供給規程の変更認可申

請が行われ、令和７年１２月１８日に、経済産業大臣から電力・ガス取引監

視等委員会（以下「委員会」という。）に認可に係る意見聴取があったところ、

当該意見聴取への委員会の対応方針について御審議いただきたい。 
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３．審査の進め方 

経済産業省は、指定旧供給区域熱供給規程の変更認可申請を受け付けた場合、

あらかじめ委員会の意見を聴取した上で、認可の可否を判断する。その上で、

委員会は、指定旧供給区域熱供給規程料金算定要領及び指定旧供給区域熱供給

規程料金審査要領に基づき審査を行う。なお、申請書の受付から認可までの標

準処理期間は１月である。 

今般の指定旧供給区域熱供給規程の認可（変更認可）に係る審査については、

これまでの指定旧供給区域熱供給規程の変更認可における審査事例等を勘案

し、事務局において審査の上、委員会で御審議いただくこととしたい。 

 

４．審査における論点 

委員会は、指定旧供給区域熱供給規程料金算定要領及び指定旧供給区域熱供

給規程料金審査要領（資料４－２）に基づき審査を行うが、これらの要領を踏

まえつつ、資料４－３に示す論点について審査を行うこととしたい。 

 

以上 
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＜参考１＞参考条文 

○電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第４７号）（抄） 

 

附 則 

（みなし熱供給事業者の供給義務等） 

第五十条 みなし熱供給事業者（地方公共団体を除く。以下同じ。）は、当分の

間、正当な理由がなければ、当該みなし熱供給事業者に係る旧熱供給事業法第

四条第一項第二号の供給区域であって、当該供給区域内の熱供給（新熱供給事

業法第二条第一項に規定する熱供給をいう。以下この項において同じ。）を受

ける者が当該みなし熱供給事業者が行う熱供給に代わる熱源機器を選択する

ことが困難であることその他の事由により、当該供給区域内の熱供給を受け

る者の利益を保護する必要性が特に高いと認められるものとして経済産業大

臣が指定するもの（以下「指定旧供給区域」という。）における一般の需要で

あって次に掲げるもの以外のもの（次条第二項において「指定旧供給区域需要」

という。）に応ずる熱供給を保障するための熱供給（以下「指定旧供給区域熱

供給」という。）を拒んではならない。 

２～６ 略 

 

（みなし熱供給事業者の指定旧供給区域熱供給規程） 

第五十二条 みなし熱供給事業者は、附則第五十条第一項の義務を負う間、指

定旧供給区域熱供給に係る料金その他の供給条件について、経済産業省令で

定めるところにより、指定旧供給区域熱供給規程を定め、経済産業大臣の認

可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 経済産業大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合している

と認めるときは、同項の認可をしなければならない。 

一 料金が能率的な経営の下における適正な原価に照らし公正妥当なもので

あること。 

二 料金の額の算出方法が適正かつ明確に定められていること。 

三 みなし熱供給事業者及び指定旧供給区域熱供給を受ける者の責任に関す

る事項並びに導管、熱量計その他の設備に関する費用の負担の方法が適正か

つ明確に定められていること。 

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

３～７ 略 

 

（熱供給事業法の一部改正に伴う電力・ガス取引監視等委員会の権限等） 

第五十八条 経済産業大臣は、次に掲げる場合には、あらかじめ、委員会の意見

を聴かなければならない。 

 一・二 略 

 三 附則第五十条第四項の規定によりなおその効力を有することとされる旧

熱事業法第九条第一項若しくは第二項、第十一条第二項若しくは第十五条

第一項ただし書の認可又は附則第五十二条第一項の認可をしようとすると

き。 

 四～七 略 

 

 

3



 

○電気事業法等の一部を改正する等の法律附則に基づく熱供給事業に関する経

済産業大臣の処分に係る審査基準等について（抄） 

 

第１ 審査基準 

（９）改正法附則第５２条第１項の規定による指定旧供給区域熱供給規程の認

可及び変更の認可 

改正法附則第５２条第１項の規定による指定旧供給区域熱供給規程の認

可及び変更の認可に係る審査基準は、同条第２項に認可の基準が定められて

いるところであり、より具体的には、別紙１「指定旧供給区域熱供給規程料

金算定要領」及び別紙２「指定旧供給区域熱供給規程料金審査要領」のとお

りとする。 

 

＜参考２＞指定旧供給区域の一覧（16 地域） 

地域名 住所 事業者名 契約件数 

札幌市光星 北海道札幌市 ㈱北海道熱供給公社 1,789 件 

札幌市厚別  〃 北海道地域暖房㈱ 4,708 件 

札幌市真駒内 〃 北海道地域暖房㈱ 1,583 件 

苫小牧中心街南 北海道苫小牧市 ㈱苫小牧ｴﾈﾙｷﾞｰ公社 479 件 

苫小牧市西部  〃 苫小牧熱供給㈱ 2,109 件 

東京臨海副都心 東京都港区 東京臨海熱供給㈱ 48 件 

光が丘団地 東京都練馬区 東京熱供給㈱ 11,149 件 

品川八潮団地 東京都品川区 東京熱供給㈱ 5,093 件 

箱崎 東京都中央区 東京都市サービス㈱ 185 件 

本駒込２丁目 東京都文京区 東京都市サービス㈱ 401 件 

大崎１丁目 東京都品川区 東京都市サービス㈱ 152 件 

恵比寿 東京都渋谷区 ㈱東京ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ 971 件 

みなとみらい 21 中

央 

神奈川県横浜市 みなとみらい二十一

熱供給㈱ 

68 件 

ささしまライブ 24 愛知県名古屋市 名古屋都市ｴﾈﾙｷﾞｰ㈱ 4 件 

芦屋浜高層住宅 兵庫県芦屋市 芦屋浜ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ㈱ 2,476 件 

下川端再開発 福岡県福岡市 ㈱福岡ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ 28 件 

出典：熱供給事業便覧（令和６年版） 

 

＜参考３＞営業費等の項目及び計上項目の一覧 

項目 申請事業者における原価計上の有無 

役員給与 ○ 

給料手当 ○ 

退職金 ○ 

雑給 － 

厚生費 ○ 

燃料費 ○ 

冷温熱購入費 － 

修繕費 ○ 
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電力料 ○ 

水道料 ○ 

消耗品費 ○ 

賃借料 ○ 

委託作業費 ○ 

租税課金 ○ 

試験研究費 － 

需要開発費 － 

固定資産除却費 ○ 

貸倒償却 ○ 

雑費 ○ 

減価償却費 ○ 

他勘定振替額（△） － 

営業外費用 － 

事業報酬 ○ 

法人税・住民税・事業税 ○ 

控除項目 － 
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熱料金の見直しについて

令和7年12月12日

北海道熱供給公社

資料４－１ 
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はじめに 2

いつも当社の熱をご利用いただき誠にありがとうございます。当
社は光星地区において、1972年より53年にわたり皆さまに支えられ
熱供給を継続してまいりました。

しかしながら、昨今の急激な物価高騰により光星地区事業は大幅
な赤字が続いております。

このため、当社は経営基盤の強化を図り、今後、安全かつ安定的
に熱供給を継続するため2026年4月1日から熱料金改定を行う予定で
す。

お客さまには厳しい経済状況の中でさらなる負担をおかけするこ
とにはなりますが、ご理解を賜りますよう何卒宜しくお願いいたし
ます。
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１. 熱料金見直しの背景

3
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（１） 損益状況 4
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・世界的なエネルギー価格の高騰や円安を契機として当社が購入する燃料及び電力の価格並びに
資機材費等が高騰し、熱事業において2022年度より費用が収入を上回る状況が続いております。
・熱供給事業損益は、2022年▲33百万円、2023年度▲419百万円、2024年度▲288百万円と3年続
けて赤字となったことから、都心地区においては2025年2月から値上げを実施しており、今般、
光星地区においても値上げをお願いするものです。
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純資産額 全社売上高営業利益率
熱事業全体売上高営業利益率 熱事業光星売上高営業利益率

（２） 財務状況 5

単位：百万円

・2022年度以降は、1989年と比較して売上高営業利益率が大幅に悪化しておりま
す。安定した事業運営を継続するためにも、これ以上の悪化を回避する必要があ
ると考えております。

11



（３） 燃料費・電力料 6
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・光星地区の燃料費・電力料は、1989年の料金改定時と比較すると2024年度実績で
は約2倍になっております。
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（４） 燃料費・電力費の高騰 7

1989年度を100とした場合の費用推移

・エネルギー価格の高騰、円安の影響等により熱事業の主要な費用である燃料費・
電力費は大幅に上昇しており、熱供給に関わる費用が増加しております。
※政府支援金は含んでおりません。
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（５） 契約戸数の変化 8
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・契約戸数は、1989年実績1804戸から大きく減少することはなく、建物の改築によ
る変動はあるもののほぼ横ばいで推移しています。
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２. 熱料金認可申請の概要
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10（１） 申請原価の概要
・「指定旧供給区域熱供給規程料金算定要領」に基づき、原価算定期間である2026年4月～2031年3月の料金原
価（今回原価）を算定した結果329百万円となりました。前回申請時と比較して51百万円増加しています。

・プラント管理および事務部門の人員削減、役員給与の削減、減価償却費の減少などによって固定費を46百万
円削減してまいりましたが、世界的なエネルギー価格の高騰により燃料費等が前回申請時と比べて97百万円増
加しています。

固定費 変動費

0 50 100 150 200 250 300 350

前回原価

（1989年）

今回原価

（単位：百万円）

人件費 修繕費 減価償却費 事業報酬 租税課金 その他経費 燃料費等

燃料費が約２倍

２７８
2.92円/MJ

３２９
3.77円/MJ
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（２） 熱料金の値上げ幅 11

・今後見込まれる費用（329百万円／年）と今回の需要想定をもとにして現行料金か
ら求めた熱料金収入（256百万円／年）との差異73百万円／年（＋28.5％）を熱料金
値上げ額として申請いたしました。

256

329

0 50 100 150 200 250 300 350

現行収入

今回原価

単位：百万円

3.77円/MJ

73（値上げ額）

2.93円/MJ

28.5％
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（3） 原価算定における需要想定
・住宅棟は、2024年度末の需要家件数実績を基に算定期間中の改築等による増減を想定し1,741件としま
した。この件数に2022～2024年度の1戸当たりの暖房・給湯需要実績を乗じて販売熱量を算出。

・上述の需要想定から、燃料使用量は年間2,211千㎥と想定しています。

12
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※1989年度燃料使用量LPG2,498,400kg（50.12MJ/kg）、灯油62,000L（36.6MJ/L）を比較のために都市ガス45MJ/㎥で換算
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（4） 前回原価との比較① 13

人件費には、役員給与、給料手当、退職金、雑給、厚生費、委託作
業費等が含まれます。常勤役員2名の削減。外部委託していた業務
を社内体制へ移行した結果、前回申請時と比べ8百万円削減してい
ます。

差額今回原価前回原価

▲ 86573人件費等

・前回原価との比較において、人件費等、修繕費が１5百万円減少する一方で、燃料費等が９７百万円
増加しました。

差額今回原価
2024年度2023年度2022年度

前回原価
（B）-（A）（B）（A）

▲ 86578706373人件費等
▲ 7774514修繕費
▲ 282122222149減価償却費
▲ 2210―――32事業報酬
277775租税公課
17211220184その他経費
97198199184245101燃料費等
51329325307359278計
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（4） 前回原価との比較② 14

差額今回原価前回原価

▲ 7714修繕費

差額今回原価前回原価

▲ 282149減価償却費

差額今回原価前回原価

▲ 221032事業報酬

差額今回原価前回原価

275租税公課

差額今回原価前回原価

17214その他経費

差額今回原価前回原価

97198101燃料費等

算定要領に基づき算定しています。事業報酬算定方式の違い（前回：金利積上
方式、今回：レートベース方式）により、22百万円減少しています。

修繕費は前回改定以降7百万円減少しています。

供給開始から40年以上経過し、償却済資産数が増加したことにより、28百万円
減少しています。

前回改定以降、資本割、付加価値割の課税標準額が上昇したことにより、2百
万円増加しています。

前回改定では、控除項目であった受託収益について、今回は計上していないた
め、17百万円増加しております。

燃料費、電力料、水道料等が含まれます。前回よりガス料金が約2倍に増加し
たことにより、97百万円増加しております。
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３. 熱料金の値上げなど

15
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（１） 熱料金値上げによる影響額 16

値上げ額
（税込）

新料金現行料金
住宅モデル
（平均）

4,537
暖房定額制料金： 16,656
給湯料金： 3,935
合計： 20,591

暖房定額制料金： 12,978
給湯料金： 3,076
合計： 16,054

暖房面積：51.5㎡
給湯使用量：2.6㎥

・お客さまの平均暖房面積、給湯使用量にて算定した1か月あたりの影響額は以
下のとおりです。

・実際のお客さまの部屋の面積、給湯使用量によって変動いたします。
・給湯用水道料金は含んでおりません。

（単位：円）
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（２） 熱料金以外の見直し内容① 17

7.使用の申込み（棟別従量制料金の廃止）

（変更箇所）

（２）当社は、お客さまの申出によ
り契約容量その他について協議、決
定し、集合住宅について１お客さま
建物単位で申込みを受ける場合があ
ります。

（２）当社は、お客さまの申出によ
り契約容量その他について協議、決
定します。

熱供給規程の一部変更 変更については、下記の通りとなります。
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（２） 熱料金以外の見直し内容② 18

（変更箇所）39.前納割引（前納割引制度の廃止）
定額料金を前納される場合は、所定
の割引をいたします。
なお、割引率については次表のとお
りとします。

削除

8～1273前納月数（か月分）
43.53割引率（%）

追加項目
39.守秘義務、40.反社会的勢力排除条項、
41、裁判管轄条項、42.準拠法条項を追加い
たします。

熱供給規程の一部変更 変更については、下記の通りとなります。
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（２） 熱料金以外の見直し内容③ 19

・新旧料金の切替にあたっての取扱いを明確にしました。

2.前納割引に関する経過措置

（2025年度前納者の取扱いを明
確化するため項目を追加）

前項の規定にかかわらず、2025年度に
暖房定額制料金を前納されたお客さま
は、2026年5月16日からこの規程の暖房
定額制料金を適用します。

（変更箇所）
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（３） 今後の熱料金についての検討 20

・今後につきましては、エネルギー情勢を見ながら、熱料金の見直しを
検討いたします。
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（４） 熱料金見直しについてのスケジュール 21

２０２５年（令和７年）

10月 お客さまへの周知チラシ配布
第１回、２回お客さま説明会実施

11月 第３回お客さま説明会

12月 経済産業大臣へ熱供給規程変更認可申請

２０２６年（令和８年）

2月 認可予定

3月 お客さまへの周知チラシ配布

4月 4月1日から新料金適用開始
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資料４－２ 

経済産業省 

20160329 資第 15 号 

平成２８年３月３１日 

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則に基づく熱供給事業に関する経

済産業大臣の処分に係る審査基準等について 

経済産業大臣 林 幹雄 

電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第４７号。以下「改正法」とい

う。）附則に基づく熱供給事業に関する規定に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第

５条第１項の審査基準及び同法第１２条第１項の処分の基準は、次のとおりとする。 

第１ 審査基準 

（１）改正法附則第５０条第４項の規定によりなおその効力を有するものとして読み替えて

適用される改正法第７条の規定による改正前の熱供給事業法（昭和４７年法律第８８号。

以下「なお効力を有する旧法」という。）第６条第３項の規定による指定期間の延長 

なお効力を有する旧法第６条第３項の指定期間の延長に係る審査基準については、例

えば、次のような正当な理由がある場合とする。 

① 天災その他不測の事態により指定旧供給区域熱供給を開始できない場合

② 当初予想されなかった景気変動、都市計画又は道路計画の遅延等の社会的経済

的事情により指定旧供給区域熱供給を開始できない場合

（２）なお効力を有する旧法第９条第１項の規定による指定旧供給区域熱供給の譲渡し

及び譲受けの認可 

なお効力を有する旧法第９条第１項の規定による指定旧供給区域熱供給の譲渡

し及び譲受けの認可に係る審査基準については、譲受者について、改正法附則第５

１条第１項の規定による指定旧供給区域の変更の許可に係る審査基準を準用するも

のとする。 

（３）なお効力を有する旧法第９条第２項の規定による法人の合併及び分割の認可

なお効力を有する旧法第９条第２項の規定による法人の合併及び分割の認可に

係る審査基準については、合併後及び分割後の法人について、改正法附則第５１条

第１項の規定による指定旧供給区域の変更の許可に係る審査基準を準用するものと

する。 
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（４）なお効力を有する旧法第１１条第１項の規定による指定旧供給区域熱供給の休廃

止の許可 

なお効力を有する旧法第１１条第１項の規定による指定旧供給区域熱供給の休

廃止の許可については、同条第３項に許可の基準が規定されており、更に具体的な

審査の基準を作成することは困難であるため、審査基準は作成しない。 

（５）なお効力を有する旧法第１１条第２項の規定による法人の解散決議等の認可

なお効力を有する旧法第１１条第２項の規定による法人の解散決議等の認可に

ついては、同条第３項に認可の基準が規定されており、更に具体的な審査の基準を

作成することは困難であるため、審査基準は作成しない。 

（６）なお効力を有する旧法第１５条第１項ただし書の規定による指定旧供給区域熱供

給規程以外の供給条件の認可 

なお効力を有する旧法第１５条第１項ただし書の規定による指定旧供給区域熱

供給規程以外の供給条件の認可に係る審査基準については、同項に認可の基準が定

められているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合とする。 

① 天災地変等により災害を受けた地域について、緊急に、かつ、臨時的に料金を

割り引く等の措置を行う必要が生じた場合

② 熱供給を受ける他の者と比較して、需要形態が著しく異なる場合

③ 予測し難い急激かつ大幅な経済変化に伴い、熱供給事業者に大幅な差益の発生

が見込まれる場合において、応急的かつ暫定的に料金の引下げを行う場合

（７）改正法附則第５１条第１項の規定による指定旧供給区域の変更の許可

改正法附則第５１条第１項の規定による指定旧供給区域の変更の許可に係る審査基

準は、同条第２項各号に許可の基準が定められているところであり、より具体的には、

例えば、次のような場合とする。 

① 指定旧供給区域熱供給を適正かつ確実に遂行するために必要な資金を確保すること

ができると認められる場合 

② 熱供給施設の適切な維持及び運用に必要な技術者を確保していることその他の熱供

給施設の工事、維持及び運用に関する保安の体制が適正であり、公共の安全を確保す

ることができると認められる場合 

③ 当面見込まれる熱供給の相手方の熱供給に対する需要の最大値（以下「最大需要」とい

う。）を適切に見込んでいること、熱供給事業者の熱供給施設及び他の者から熱供給事業の

用に供するための温水、冷水又は蒸気（以下「温水等」という。）の供給を受ける場合にお

ける当該温水等の熱量を供給能力として過大に見込んでいることその他の理由により、最

大需要に応ずるために必要な供給能力を確保できると認められる場合 

（８）改正法附則第５１条第５項の規定による指定期間の延長
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改正法附則第５１条第５項の規定による指定期間の延長に係る審査基準につい

ては、なお効力を有する旧法第６条第３項の規定による指定期間の延長に係る審査

基準を準用するものとする。 

（９）改正法附則第５２条第１項の規定による指定旧供給区域熱供給規程の認可及び変

更の認可 

改正法附則第５２条第１項の規定による指定旧供給区域熱供給規程の認可及び

変更の認可に係る審査基準は、同条第２項に認可の基準が定められているところで

あり、より具体的には、別紙１「指定旧供給区域熱供給規程料金算定要領」及び別

紙２「指定旧供給区域熱供給規程料金審査要領」のとおりとする。 

（１０）改正法附則第５３条の規定による旧認可供給条件の承認

改正法附則第５３条の規定による旧認可供給条件の承認に係る審査基準につい

ては、なお効力を有する旧法第１５条第１項ただし書の規定による指定旧供給区域

熱供給規程以外の供給条件の認可を受けたとみなすべき場合とし、より具体的には、

改正法第７条の規定による改正前の熱供給事業法（以下「旧法」という。）第１５

条第１項ただし書の規定による供給規程以外の供給条件として認可を受けた場合と

する。 

第２ 処分の基準 

（１）改正法附則第５０条第１項の指定旧供給区域の指定

改正法附則第５０条第１項の指定旧供給区域の指定については、同項に指定の基

準が規定されているところであり、より具体的には、旧法第４条第１項第２号の供

給区域であって、当該供給区域内の熱供給を受ける者が、協定、分譲住宅の譲渡に

関する契約、賃貸住宅の賃貸に関する契約等により、当該供給区域に係るみなし熱

供給事業者が行う熱供給を受けることとされているものとする。 

（２）なお効力を有する旧法第１２条第１項の規定による熱供給事業法第３条の登録の

取消し 

なお効力を有する旧法第１２条第１項の規定による熱供給事業法第３条の登録

の取消しについては、同項に取消しの基準が規定されており、更に具体的な基準を

作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

（３）なお効力を有する旧法第１２条第２項の規定による指定旧供給区域等の変更許可

の取消し 

なお効力を有する旧法第１２条第２項の規定による指定旧供給区域等の変更許

可の取消しについては、同項に取消しの基準が規定されており、更に具体的な基準

を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 
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（４）なお効力を有する旧法第１２条第３項の規定による熱供給事業法第３条の登録又

は改正法附則第５１条第１項の許可の取消し 

なお効力を有する旧法第１２条第３項の規定による熱供給事業法第３条の登録

又は改正法附則第５１条第１項の許可の取消しについては、なお効力を有する旧法

第１２条第３項に取消しの基準が規定されており、更に具体的な基準を作成するこ

とが困難であるため、基準は作成しない。 

（５）なお効力を有する旧法第１６条第１項の規定による指定旧供給区域熱供給規程の変

更の認可の申請命令 

なお効力を有する旧法第１６条第１項の規定による指定旧供給区域熱供給規程の変

更の認可の申請命令については、同項に命令の基準が規定されており、更に具体的な処

分の基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

（６）改正法附則第５２条第５項の規定による指定旧供給区域熱供給規程の変更命令

改正法附則第５２条第５項の規定による指定旧供給区域熱供給規程の変更命令

については、同項に命令の基準が定められているところであり、より具体的には、

別紙１の「指定旧供給区域熱供給規程料金算定要領」及び別紙２の「指定旧供給区

域熱供給規程料金審査要領」に違反するものと認められる場合とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、改正法附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日（平成２８年４月１

日）から施行する。 

（電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第５０条第１項の規定による経済産

業大臣の指定に係る処分基準の廃止） 

２ 電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第５０条第１項の規定による経済産

業大臣の指定に係る処分基準（２０１６０１０８資第３号）は、廃止する。 

 （熱供給規程料金算定要領の廃止） 

３ 熱供給規程料金算定要領（平成２２・０３・２５資庁第３号）は、廃止する。 

 （熱供給規程料金審査要領の廃止） 

４ 熱供給規程料金審査要領（平成２２・０３・２５資庁第４号）は、廃止する 
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（別紙１） 

指定旧供給区域熱供給規程料金算定要領 

第１章 総則 

１．目的 

この要領は、電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第４７号。以下

「改正法」という。）附則第５０条第１項に規定する義務を負うみなし熱供給事業者（以

下「事業者」という。）が、改正法附則第５２条第１項の規定に基づき指定旧供給区域熱

供給規程を定め、又は変更するときに同条第２項第１号及び第２号に適合する料金（以下

「指定旧供給区域熱供給規程料金」という。）を算定し、認可申請書、添付書類等を作成

するための標準となる方法を定めることを目的とする。 

２．定義 

この要領において使用する用語は、改正法、電気事業法等の一部を改正する等の法律の

施行に伴う経過措置に関する省令（平成２８年経済産業省令第３３号。以下「経過措置省

令」という。）、熱供給事業会計規則（昭和４７年通商産業省令第１４４号）及び法人税

法施行令（昭和４７年政令第９７号）において使用する用語の例による。 

３．認可申請書添付書類等 

経過措置省令第４条第１項第１号及び第２項第３号で規定する「説明書」のうち、経過

措置省令第３条第２号の事項に関する説明書は、次のとおりとする。 

（１）指定旧供給区域熱供給規程料金の設定及び変更（消費税法（昭和６３年法律第１０

８号）の規定による消費税及び地方消費税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定

による地方消費税に相当する金額（以下「消費税等相当額」という。）又はその額

に係る料金の表示の方法若しくは請求の方法のみの変更（以下「消費税等相当額の

みの変更」という。）を除く。）をしようとするときは、様式第１から様式第４ま

での様式に基づき作成した資料 

（２）消費税等相当額を含めた料金を使用するとき及び消費税等相当額又はその額に係る

料金の表示の方法若しくは請求の方法を変更しようとするときは、消費税等相当額

並びにその額に係る料金の表示の方法及び請求の方法に関する説明書 

第２章 総括原価等の算定 

１．総括原価等の算定 

事業者は改正法附則第５２条第１項の規定に基づき指定旧供給区域熱供給規程を定め、

又は変更（同条第３項の規定に基づく変更及び指定旧供給区域熱供給規程料金の変更を伴

わないものを除く。）を行うに当たっては、当該指定旧供給区域熱供給規程の実施期日（変

更を行う場合にあっては、当該変更後の指定旧供給区域熱供給規程の実施期日）を含む月
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の初日（以下「基準日」という。）を始期とする１年間を単位とした将来の合理的な期間

（以下「原価算定期間」という。）を定め、以下のとおり当該原価算定期間における適正

な原価（以下「総括原価」という。）を算定するものとする。 

（１）総括原価の算定の方法は、指定旧供給区域熱供給規程料金の変更（消費税等相当額

のみを原因とする料金の値上げを除く。）を行う場合は、２．に定めるところによ

り算定するものとする。 

（２）総括原価の算定に当たっては、原価算定期間中の需要想定及び設備投資計画を様式

第２及び様式第３に整理するものとする。 

２．個別算定方式 

総括原価は、熱供給事業に係る営業費用（以下「営業費」という。）及び営業費以外の

費用の合計額から控除項目の額を差し引いたものに事業報酬並びに法人税、住民税及び事

業税の額を加えたものとする。 

総括原価の算定は、原価算定期間の開始の直前における熱供給事業の実績及び需要想定

等を前提として、次に定めるところにより行うものとする。 

（１）事業者は、営業費として、原価算定期間における、役員給与、給料手当、退職金、

雑給、厚生費、燃料費、冷温熱購入費、修繕費、電力料、水道料、消耗品費、賃借

料、委託作業費、租税課金、試験研究費、需要開発費、固定資産除却費、貸倒償却、

雑費及び減価償却費の額を、次の各号の区分に応じ、それぞれ次に定める方法によ

り算定するものとする。

① 労務費（役員給与、給料手当、退職金、雑給及び厚生費をいう。以下同じ。）

労務費は、原価算定期間期首における支出予定額又は原価算定期間の開始の直

前における支出額の実績及びこれらの額の原価算定期間中の変動を勘案して算

定した適正な額とする。 

② 燃料費、電力料及び冷温熱購入費

燃料費、電力料及び冷温熱購入費は、原価算定期間の開始の直前におけるこれ

らの額の実績又は原価算定期間中の需要想定に基づいて算定した使用燃料量、使

用電力量及び冷温熱購入量の想定値に時価を基礎とする適正な単価をそれぞれ

乗じて算定した額とする。 

③ 修繕費

修繕費は、原価算定期間における製造設備、供給設備及び業務設備の経常修繕

費（熱供給事業の実施に伴い経常的に必要となる修繕費をいう。以下同じ。）の

適正な見積額を合計した額とする。ただし、指定旧供給区域熱供給規程料金を変

更する場合にあっては、次のＡ．及びＢ．の区分に定める方法により算定した額

の合計額を修繕費とすることができる。 

  Ａ．基準修繕費（計量器に係る修繕費を除く。） 

事業年度ごとに製造設備、供給設備及び業務設備別に次の式により算

定した額を基礎とした適正な額とする。 
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原価算定期間の期首の帳簿原価 ×   

原価算定期間の開始の直前２年間の経常修繕費の合計額 

原価算定期間の開始の直前２年間の各事業年度の期首の帳簿原価の合計額 

なお、帳簿原価及び経常修繕費は、土地及び計量器に係るものを除い

たものであって、工事費負担金等圧縮前のものとする。 

  Ｂ．計量器修繕費   

  原価算定期間中に取替え、又は修繕する予定の計量器の数量に、それぞ

れ時価を基礎として適正に算定した計量器１個当たりの取替え又は修繕

に要する費用を乗じて算定した額とする。  

④ 減価償却費

減価償却費は、原価算定期間中に減価償却を行うべき熱供給事業固定資産（当

該原価算定期間中に取得する予定のものを含む。）の取得価額（帳簿原価から工

事費負担金等を除いたものをいう。以下同じ。）に対し、定額法（事業者がその

よるべき償却方法として定率法を採用している場合にあっては、定率法によるこ

とができるものとする。）により原価算定期間中の各月の損金経理すべき額とし

て算定した額とする。 

この場合において、耐用年数及び残存価額の算定は、法人税法（昭和４０年法

律第３４号）その他の関係法令の定めるところによるものとする。 

⑤ 租税課金（法人税、住民税（法人税割を除く。）及び事業税（所得割を除く。））

租税課金は、次のＡ．及びＢ．に定める方法により算定した額の合計額とする。

  Ａ．固定資産税等の諸税は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）その他

の関係法令の定めるところにより算定した適正な額とする。 

  Ｂ．道路占用料等の公課は、原価算定期間が開始する前の時点において定め

られている公課及び原価算定期間中に新たに賦課されることが確実であ

ると見込まれる公課の原価算定期間における賦課額の適正な見積額とす

る。 

⑥ その他の諸費用（上記①から⑤まで以外の営業費をいう。以下同じ。）

その他の諸費用は、原価算定期間の開始の直前における実績及び原価算定期間

中の需要想定等を勘案した適正な見積額とする。 

（２）事業者は、営業費以外の費用として、原価算定期間における営業外費用、事業報

酬、法人税、住民税（法人税割に限る。）及び事業税（所得割に限る。）の額を、

次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める方法により算定するものとする。

① 営業外費用

支払利息及び社債発行差金償却を除いた適正な見積額とする。

② 事業報酬

事業報酬は、次のいずれかとする。

Ａ．レートベース（次のアからエまでの額の合計額をいう。）に事業報酬率
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（事業者の健全な財務体質を維持しつつ、安定的かつ安全な熱供給を確保

する適正な設備投資を円滑に実施するために必要となる事業報酬の額を

算定することができる十分な率として、事業者の財務の状況及び熱供給事

業と類似の性質を有する電気事業及びガス事業における事例を勘案して

算定した値とする。）を乗じて算定した額 

ア．固定資産帳簿価額

  固定資産帳簿価額は、原価算定期間期首の固定資産帳簿価額と期末

の固定資産予想帳簿価額（原価算定期間期首の固定資産帳簿価額に原

価算定期間中に新たに取得する予定の固定資産の取得価額の想定値を

加算した額から、それぞれ上記（１）④に定める方法により算定した

減価償却費の額を控除した額をいう。）を平均した額（資産除去債務

相当資産の額を除く。）とする。 

イ．建設中の資産

 原価算定期間中の建設仮勘定の各月の残高を平均した額（資産除去

債務相当資産の額を除く。）から建設中利子相当額及び工事費負担金

相当額を控除した額とする。 

ウ．繰延資産

 原価算定期間中の繰延資産の平均残高とし、社債発行差金を除くも

のとする。 

エ．運転資本

運転資本は、次のａ及びｂに定める方法により算定した額の合計額

とする。 

ａ．原価算定期間中の営業費から減価償却費（資産除去債務相当資産に

係るものを除く。）、固定資産除却損及び退職給付引当金等引当金純

増額等を除いた額の１．５月分 

ｂ．原価算定期間中の燃料及びその他貯蔵品の使用量の１．５月分に適

正な単価を乗じて算定した額 

Ｂ．借入金に対する原価算定期間中の支払利息等の額 

③ 法人税、住民税（法人税割に限る。）及び事業税（所得割に限る。）

法人税、住民税（法人税割に限る。）及び事業税（所得割に限る。）は、法人

税法、地方税法その他の関係法令の定めるところにより算定した適正な額とす

る。     

（３）事業者は、控除項目として、営業雑収益及び営業外収益等の額を、原価算定期間

の開始の直前における営業雑収益及び営業外収益等の額の実績、原価算定期間中の

需要想定等又はそのいずれかを勘案して適正に算定するものとする。

（４） 事業者は、上記（１）、（２）及び（３）により算定した営業費、営業費以外の

費用、事業報酬及び控除項目の額等を、様式第１に整理するものとする。
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第３章 料金の算定 

１．総括原価の配分 

（１）事業者は、前章２．に定めるところにより算定された総括原価を、固定費（販売

熱量にかかわらず生じる原価をいう。以下同じ。）と変動費（販売熱量に応じて変

化する原価をいう。以下同じ。）に区分し、それぞれ次に定める比率により温熱、

冷熱及び給湯（以下「需要種別」という。）に配賦するものとする。

① 固定費 原価算定期間中の需要種別の契約容量の想定値の合算の比率及び設

備費の比率等を勘案した適切な需要種別の比率

② 変動費 原価算定期間中の需要想定に基づいて算定した需要種別の使用燃料

量、使用電力量及び冷温熱購入量の想定値の比率等を勘案した適切な需要種別

の比率

（２）事業者は、（１）に定めるところにより需要種別に配賦した固定費及び変動費を

様式第４第１表に整理するものとする。

２．料金の決定等 

（１）指定旧供給区域熱供給規程料金は、１．に定めるところにより配分された需要種

別原価と、原価算定期間中の需要想定及び新たに定め、又は変更した後の熱供給規

程料金を適用して算定される需要種別の料金収入額（消費税等相当額を除く。）と

が一致するよう設定するものとする。

（２）事業者は、新たに定め、又は変更した後の指定旧供給区域熱供給規程料金を様式

第４第２表に整理するものとする。

（３）事業者は、原価算定期間中の需要想定及び新たに定め、又は変更した後の指定旧

供給区域熱供給規程料金を適用して算定される需要種別の料金収入を様式第４第

３表に整理するものとする。
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（別紙２） 

指定旧供給区域熱供給規程料金審査要領 

第１章 総則 

１．基本方針   

（１）改正法附則第５２条第２項に規定する基準による同条第１項の指定旧供給区域熱

供給規程の認可に当たっては、この要領に従って審査するものとする。 

（２）総括原価は、改正法附則第５２条第２項第１号の「料金が能率的な経営の下にお

ける適正な原価に照らし、公正妥当なもの」となるよう別紙１「指定旧供給区域熱

供給規程料金算定要領」（以下「算定要領」という。）に基づき適正に算定してい

るか否かにつき、次章１．の規定により、指定旧供給区域ごとに審査するものとす

る。 

（３）指定旧供給区域熱供給規程料金は、改正法附則第５２条第２項第２号の「料金の

額の算出方法が適正かつ明確に定められていること」及び同項第４号の「特定の者

に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと」に該当するよう、算定要領に定

める方法に基づき適正に算定要領様式第４第２表の熱料金総括表料金表（以下「料

金表」という。）に記載しているか否かにつき、次章２．の規定により指定旧供給

区域ごとに審査するものとする。 

２．審査の結果の取扱い 

審査の結果、申請された指定旧供給区域熱供給規程について補正の指摘をした場合に

あっては、当該事業者が当該指摘に基づいて適正に補正したと認められるときは、当該申

請に係る料金を認可することとする。 

３．用語の意義  

この要領において使用する用語は、改正法、電気事業法等の一部を改正する等の法律

の施行に伴う経過措置に関する省令（平成２８年経済産業省令第３３号）、熱供給事業会

計規則（昭和４７年通商産業省令第１４４号）及び算定要領において使用する用語の例に

よる。 

第２章 審査の方法等 

１．総括原価の算定に関する審査 

指定旧供給区域熱供給規程料金が改正法附則第５２条第２項第１号の「料金が能率的

な経営の下における適正な原価に照らし、公正妥当なものであること」を満たすことにつ

いての審査は、以下の観点から行うこととする。 

（１）営業費等

営業費等（総括原価のうち、以下の（２）及び（３）を除いたものをいう。以下
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同じ。）は、営業費等の項目ごとに、算定要領第２章２．に定める方法に基づき適

正に算定しているか否か、並びに算定根拠が熱の販売量等の実績及び需要想定等を

踏まえて妥当であるか否か等につき、算定の根拠となる数値その他の必要な説明を

事業者に求めて審査する。 

（２）事業報酬 

事業報酬は、以下の観点から審査するものとする。 

① レートベース 

算定要領第２章２．（２）②Ａ．に定める方法に基づき適正に算定している

か否か、並びに算定根拠が熱の販売量等の実績及び需要想定等を踏まえて妥当

であるか否か等につき、算定の根拠となる数値その他の必要な説明を事業者に

求めて審査する。 

② 事業報酬率 

算定要領第２章２．（２）②Ａ．に定める方法に基づき、事業者が、熱供給

事業と類似の性質を有する電気事業及びガス事業における事例を勘案して算

定した値を用いて、適正に算定しているか否かにつき、審査する。 

③ 借入金に対する原価算定期間中の支払利息等の額 

算定の根拠となる数値その他の必要な説明を求めて審査する。 

（３）控除項目 

控除項目は、項目ごとに、算定要領第２章２．（３）に定める方法に基づき適正

に算定しているか否か、並びに算定根拠が熱の販売量等の実績及び需要想定等を踏

まえて妥当か否か等につき、算定の根拠となる数値その他の必要な説明を事業者に

求めて審査する。 

 

２．総括原価の配分に関する審査 

総括原価の需要種別の配分は、算定要領第３章１．に定める方法に基づき、事業者が

需要種別原価を適切に算定しているか否か、需要種別原価の算定方法及び算定根拠が妥当

か否か、需要種別原価が互いに整合的か否か並びに配分比の算定方法が適切か否かにつき、

算定の根拠となる数値その他の必要な説明を事業者に求めて審査する。 

 

３．料金の決定に関する審査 

（１）料金表に関する審査 

料金表は、算定要領第３章２．に基づき適切に設定されているか否かにつき、 

算定の根拠となる数値等の説明を事業者に求めて審査するものとする。 

（２）収支相償に関する審査 

指定旧供給区域熱供給規程料金は、原価算定期間中の需要想定値により算定され

る指定旧供給区域熱供給規程の料金収入額が、総括原価と一致するように料金表を

設定しているか否かにつき、算定の根拠となる数値等の説明を事業者に求めて審査

するものとする。 
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（３）「料金の額の算出方法」に関する審査

改正法附則第５２条第２項第２号に定める「料金の額の算出方法が適正かつ明確

に定められていること」については、あらかじめ熱料金総括表等において明確に定

められている基本料金や従量料金等をもって、使用量等に応じた料金が計算可能で

あるか否かにつき審査するものとする。

（４）「不当な差別的取扱い」に関する審査

改正法附則第５２条第２項第４号に定める「特定の者に対して不当な差別的取扱

いをするものでないこと」については、算定要領に基づいて定められていることを

前提とした上で正当な理由に基づいて一般的に区別を行う場合を除き、全ての需要

家に対して平等であるか否かにつき審査するものとする。
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資料４－３

株式会社北海道熱供給公社の 

指定旧供給区域熱供給規程の変更認可申請に係る審査上の主な論点 

（１）原価算定期間

原価算定期間の設定は合理的か。

（２）需要想定

需要種別の需要（集合住宅（暖房・給湯）、業務用（温熱））の想定に当たって、

合理的でない根拠を用いていないか。 

（３）経営効率化

申請事業者は、経営効率化の取組を行っているか。

（４）役員給与

役員給与のうち、社内役員の給与については、国家公務員の指定職の給与水準の平

均（事務次官、外局の長、内部部局の長等の平均）と比較して適正な水準であるか。 

（５）給料手当

給料手当のうち、従業員１人当たりの年間給与水準（基準賃金、諸給与金等）につ

いては、厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」における企業平均値（企業規模に応

じたもの）を基本に、電気業、ガス業及び水道業の平均値と比較して適正な水準であ

るか。その際、地域間の賃金水準の差については、地域の物価水準を踏まえ、消費者

物価指数、厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」等を参考とする。 

（６）退職金

人事院の「民間の企業年金及び退職金等の調査結果」及び中央労働委員会の「賃金

事情等総合調査」における企業平均値（企業規模に応じたもの）と比較して適正な水

準であるか。 

（７）法定厚生費

健康保険料の事業主負担割合の法定下限が５０％であることを踏まえ、単一・連合

やガス業・水道業等における健康保険組合の事業主負担割合と比較して妥当であるか。 

（８）燃料費、電力料

燃料費、電力料について、ガス小売事業者及び小売電気事業者（以下本項で「小売

事業者」という。）からの相対購入価格が、他の小売事業者と比較して適正な水準で

あるか。 
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（９）修繕費

原価算定期間における製造設備、供給設備及び業務設備の経常修繕費の見積額は適

正か。 

（１０）設備投資、減価償却費、固定資産除却費 

設備投資について、原価算定期間に織り込んだ設備投資の対象は、熱供給事業の運

営にとって真に不可欠な設備であるか。また、設備投資の実施時期は適正か。 

減価償却費について、真に不可欠な設備のみ織り込まれており、かつ、定率法及び

定額法により適正に算定されているか。 

固定資産除却費のうち除却費用について、除却に要する工事費等が適正か。また、 

改良工事等に伴う除却費用は、改良工事等の時期等が適正か。 

（１１）一般経費（消耗品費、委託作業費、雑費等） 

熱供給事業の運営にとって厳に必要なもののみ織り込まれているか。熱の供給にと

って優先度が低いものや、指定旧供給区域熱供給規程料金として回収することが社会

通念上不適切なもの（交際費、政治献金、書画骨董等）が織り込まれていないか。 

（１２）事業報酬 

レートベースについては、熱供給事業の運営にとって真に不可欠な設備のみが織り

込まれているか。 

事業報酬率については、熱供給事業と類似の性質を有する電気事業及びガス事業に

おける事例を勘案して算定した値を用いて、適正に算定しているか。 

（１３）法人税、住民税、事業税

関係法令に基づいて、適正に算定されているか。 

（１４）料金設定等 

基本料金や従量料金等をもって、使用量等に応じた料金が計算可能であるか。また、

全ての需要家に対して平等であるか。 
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